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公共発注の高度化特集 公共発注の高度化

インフラの整備・管理を担う建設業は，生産年
齢人口の減少に伴う深刻な担い手不足や，2024
年問題への対応，脱炭素化といった歴史的な転換
期にある。こうした中，令和 6 年 6 月の「公共工
事の品質確保の促進に関する法律」（以下，「品確
法」という）改正により，「VFM（Value for 
Money）」の理念が法的に位置付けられた。

本稿では，この改正理念を具現化する新たな入
札方式「技術提案評価型 S Ⅰ（エスイチ）型」
の試行について，その創設背景や制度の仕組みを
解説する。さらに，令和 7 年度から開始した試行
工事の状況を整理し，官民連携による「新 4K」
の現場創出への道筋を提示する。

1.　はじめに

我が国の社会資本整備を最前線で支える建設業
は，現在，極めて厳しい環境下に置かれている。
建設業就業者数はピーク時の平成 9 年の 685 万人
から令和 7 年には 478 万人，特に技能者は 455 万
人から 296 万人と減少しており，次世代への技術
承継が大きな課題となっている。さらに，令和 6
年 4 月からは建設業においても時間外労働の上限
規制が適用され，いわゆる「2024 年問題」への
実効的な対応が急務である。

これらの課題を克服するためには，生産性を飛

躍的に高める「i-Construction 2.0」のような施
工のオートメーション化を推進し，安全性に優れ
た新技術を積極的に導入することが不可欠であ
る。しかしながら，従来の調達においては費用を
要する発展的な提案がしにくい等，品質向上に寄
与する技術の実装等が難しいとの指摘があった。

2.　‌�令和 6年品確法改正とVFM‌
（Value for Money）の理念

こうした背景を踏まえ，令和 6 年 6 月に改正さ
れた「公共工事の品質確保の促進に関する法律（品
確法）」第 3 条第 12 項において新技術の活用が「価
格のみを理由として妨げられることのないように
配慮されなければならない」と明記された。

さらに，発注者の責務として，価格に加え，工
期，安全性，生産性，脱炭素化への寄与の程度等
を考慮し，経済性に配慮しつつ「総合的に価値の
最も高い（VFM の高い）資材，機械，工法等」を
採用するよう努めることが第 7 条に明記された。
これは，支払われる公的資金（Money）に対して
インフラがもたらす総合的な品質や便益（Value）
を最大化することを求めたものである。

建設業の生産性向上を支える
「SⅠ型」の展開

国土交通省 大臣官房 技術調査課　課長補佐　川面　顕彦
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